１　地方税制の改正

地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）による改正

１　改正の趣旨

現下の経済情勢等を踏まえ、令和３年度の評価替えに伴う土地に係る固定資産税及び都市計画税の税負担の調整、住宅及び土地の取得に係る不動産取得税の税率の特例措置の適用期限の延長、自動車税及び軽自動車税の環境性能割の税率区分等の見直し等を行うほか、税負担軽減措置等の整理合理化等を行う。
２　主な改正点
（１）　不動産取得税の特例措置の延長
①住宅及び土地に係る税率の特例措置（４％→３％）の適用期限を３年延長し、令和６年３月31日までとした。

②宅地評価土地に係る課税標準の特例措置（２分の１）の適用期限を３年延長し、令和６年３月31日までとした。
（２）　車体課税の見直し
①自動車税環境性能割の税率区分の見直し

・軽減対象車の割合を現行と同水準としつつ、新たな2030年度燃費基準の下で税率区分を見直した。クリーンディーゼル車については、構造要件による非課税の対象から除外した上で、２年間の激変緩和措置を講じた。
②自動車税環境性能割の臨時的軽減の延長

・自動車税環境性能割の税率を１％分軽減する臨時的軽減について、適用期限を９か月延長し、令和３年12月31日までに取得したものを対象とした。
③自動車税種別割のグリーン化特例（軽課）の見直し

・グリーン化特例（軽課）について、重点化等を行った上で２年間延長し、令和５年３月31日までとした。

（３）　納税環境整備
令和３年４月１日以後に提出する地方税関係書類について、原則、押印を要しないこととした。
